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負債の部

科     目 金     額

【流動負債】 【 4,599】

未払金 275

未払費用 168

未払法人税等 323

グループ税制未払金 1,525

預り金 279

未払消費税 2,028

負債の部合計 4,599

純資産の部

科     目 金     額

【株主資本】 【 79,120】

【資本金】 【 75,000】

資本金 75,000

【資本剰余金】 【 25,000】

資本準備金 25,000

【利益剰余金】 【 △20,880】

（その他利益剰余金） （ △20,880）

繰越利益剰余金 △20,880

純資産の部合計 79,120

負債・純資産の部合計 83,719

科     目 金     額

資産の部

【流動資産】 【 83,038】

現金 80,981

売掛金 1,028

前払費用 297

未収入金 743

貸倒引当金(流動) △10

【固定資産】 【 681】

（有形固定資産） （ 0）

工具器具備品 228

工具減価償却累計額 △228

（無形固定資産） （ 642）

ソフトウェア 642

（投資その他の資産） （ 39）

長期繰延税金資産 39

資産の部合計 83,719

(単位：千円)

貸 借 対 照 表

グローム・ワークサポート株式会社

2026年  3月31日　現在



個別注記表

1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1） 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。また、少額の減価償却資産(取得価額10万円以上20万円未満の減価償却資産)

 については、事業年度毎に一括して3年間で均等償却しております。

② 無形固定資産

定額法によっております。

（2） 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実積率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（3） その他計算書類作成のための基本となる重要事項

　　 ① 消費税等の会計処理

　　   　 税抜方式によっております。

②グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

(4)　重要な収益及び費用の計上基準

①　業務受託収入

②　業務受託アップフロント収入

③　商品・製品の販売収入

Ｂ．その他の源泉から生じた収益

　不動産賃貸収入

当期純損益金額 千円

Ａ．当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行
義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通
りです。

　業務委託契約に基づき、契約内容に応じた経営管理指導等の受託業務を提供することが履行
義務であり、業務が実施された時点で当社及び連結子会社の履行義務が充足されることから、当
該時点で収益及び費用を認識しています。

業務委託契約に基づき、契約内容に応じたアライアンス締結にかかる助言・指導等の受託業務を
提供することが履行義務であり、業務が実施された時点で当社及び連結子会社の履行義務が充
足されることから、当該時点で収益及び費用を認識しています。

　商品販売契約に係る収益について、顧客への商品の提供における当社及び連結子会社の役
割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控
除した純額で収益を認識しています。

　不動産の賃貸による収益については、「リース取引に関する会計基準」に従い、賃貸借契約期間
にわたって「その他の源泉から生じた収益」として収益を認識しています。

4,136


